
大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※人日分　→ 「月間の利用人数」×「1人1月あたりの平均利用日数」

2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

1
居宅介護
(ホーム
ヘルプ)

ホームヘルパーが家庭を訪
問し、排泄・入浴・食事の
介護サービスや、洗濯・掃
除・日用品の買い物などの
サービスを提供します。

月
2,460
時間

月
2,126
時間

・利用者数　月154人
・利用時間　月2,126時間
・利用事業所数 25か所

□

利用者数及び利用時
間は増加傾向にある
が、計画策定時の見
込みほど利用時間が
伸びなかったため。

→相談支援を通じて
利用を促進する。支
援策を設け、事業所
の人的体制の充実を
働きかける。

月
2,505
時間

2
重度訪問
介護

重度の肢体不自由・知的障
がい・精神障がいにより、
常時介護を必要とする人に
対し、居宅での長時間にわ
たる介護や移動中の介護な
どの総合的なサービスを提
供します。

月
1,500
時間

月
1,303
時間

・利用者数　月6人
・利用時間　月1,303時間
・利用事業所数 9か所

□

利用者数及び利用時
間は増加傾向にある
が、計画策定時の見
込みほど利用時間が
伸びなかったため。

→相談支援を通じて
利用を促進する。

月
1,800
時間

3 同行援護

視覚障がいにより、移動に
著しい困難を有する人に対
し、外出時に同行し、移動
に必要な情報を提供すると
ともに、移動の援護等の
サービスを提供します。

月368
時間

月322
時間

・利用者数　月20人
・利用時間　月322時間
・利用事業所数　4か所

□

利用者数及び利用時
間は増加傾向にある
が、計画策定時の見
込みほど利用時間が
伸びなかったため。

→相談支援を通じて
利用を促進し、事業
所に従事者養成研修
への参加を促す。

月384
時間

4 行動援護

自己判断力が制限されてい
る人が行動する際、危険を
回避するために必要な支
援、外出支援などのサービ
スを提供します。

月448
時間

月394
時間

・利用者数　月14人
・利用時間　月394時間
・利用事業所数　4か所

□

利用者数が減少した
ため。

→相談支援を通じて
利用を促進し、事業
所に従事者養成研修
への参加を促す。

月476
時間

5
重度障害
者等包括
支援

常時介護を要する重度障が
いのある人に対し、居宅介
護をはじめ、複数のサービ
スを包括的に提供します。

―
月

0時間
・利用者数　月0人
・利用時間　月0時間

― ―
月25
時間

6 生活介護

常時介護を要する人を対象
とし、主として昼間におい
て、障害者支援施設等で入
浴、排泄または食事の介
護、創作的活動または生産
活動の機会を提供します。

月
7,400
人日分

月
7,320
人日分

・利用者数　　　月372人
・利用事業所数　55か所

◎ ―
月

7,500
人日分

7
自立訓練
（機能訓
練）

病院を退院し、身体的リハ
ビリテーションの継続の実
施が必要な身体障がい者を
対象とし、自立した日常生
活や社会生活を営む上で必
要な身体機能の維持・回復
等のための訓練を行いま
す。

月20
人日分

月0
人日分

・利用者数　　　月0人
・利用事業所数　0か所

■

圏域・隣接圏域内に
サービス事業所がな
く、利用者がいない
ため。

→医療との連携や他
サービスの利用を図
る。

月20
人日分

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス
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大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※人日分　→ 「月間の利用人数」×「1人1月あたりの平均利用日数」

2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

8
自立訓練
（生活訓
練）

病院や施設を退院・退所し
た人などで社会的リハビリ
テーションの実施が必要な
人を対象とし、自立した日
常生活や社会生活を営む上
で必要な生活能力の維持・
向上を図るための訓練を行
います。

月216
人日分

月46
人日分

・利用者数　　　月3人
・利用事業所数　2か所 ■

市内事業所が少ない
ことと、利用期間が
原則2年間であり、利
用者数の変動が大き
いため。

→相談支援を通じ
て、訓練の必要性と
制度の周知を図る。

月216
人日分

9
就労移行
支援

65歳未満の人のうち、一般
企業等への就職を希望する
人に、生産活動等の活動の
機会を通じて、就労に必要
な知識や能力向上のための
訓練等を行います。

月690
人日分

月317
人日分

・利用者数　　　月22人
・利用事業所数  10か所

■

利用期間が原則2年間
であり、利用者数の
変動が大きいこと
と、経済的な点か
ら、就労継続支援を
利用する事例が多い
ため。

→就労関係機関と連
携し、長期的な計画
に基づいた支援を行
う。

月720
人日分

10
就労継続
支援（Ａ
型）

通常の事業所に雇用される
ことが困難な障がいのある
人に、雇用契約に基づく就
労機会を提供するととも
に、一般就労に必要な知
識・能力が高まった場合
に、就労移行に向けた支援
を行います。

月
4,100
人日分

月
3,329
人日分

・利用者数　　　月174人
・利用事業所数　26か所 □

利用者数は変動がな
いが、利用日数が減
少したため。

→就労関係機関と連
携し、適切なアセス
メントと支援によ
り、利用促進を図
る。

月
4,400

人日分

11
就労継続
支援（Ｂ
型）

通常の事業所に雇用される
ことが困難な障がいのある
人に、雇用契約は締結しな
いで、就労の機会や生産活
動の場の提供を通じて、知
識及び能力の向上のために
必要な訓練等を行います。

月
4,080
人日分

月
4,082
人日分

・利用者数　　　月240人
・利用事業所数　45か所 ◎ ―

月
4,335

人日分

12
就労定着
支援

就労移行支援等の利用を経
て、一般就労へ移行した障
がいのある人との相談を通
じて、生活面の課題を把握
するとともに、企業や関係
機関等との連絡調整や課題
解決に向けて必要となる支
援を行います。

月10
人分

月2
人分

・利用者数　　　月2人
・利用事業所数　1か所

■

市内に事業所ができ
て間がなく、利用者
数が少ないため。

→就労移行支援事業
所に新規事業参入を
働きかけていく。

月15
人分

13 療養介護

常時介護を要する障がいの
ある人に、医療機関で機能
訓練、療養上の管理、看
護、医学的管理下における
介護及び日常生活の世話を
行います。

月19
人分

月18
人分

・利用者数　　　月18人
・利用事業所数　5か所

◎ ―
月20
人分

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス
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大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※人日分　→ 「月間の利用人数」×「1人1月あたりの平均利用日数」

2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

14

短期入所
（ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ）
（医療
型）

障がいのある人を在宅にて
介護している人が病気の場
合などに、短期間、夜間も
含めて、施設で入浴、排
泄、食事の介護などを行い
ます。（病院、診療所等に
おいて実施）

月24
人日分

月10
人日分

・利用者数      月3人
・利用事業所数　4か所 ■

市内に事業所がな
く、市外の事業所を
利用していることか
ら、利用回数が少な
いため。

→相談支援において
圏域内の事業所を紹
介しながら、利用に
つなぐ。また、市内
医療機関に新規事業
参入を働きかけてい
く。

月28
人日分

15

短期入所
（ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ）
（福祉
型）

障がいのある人を在宅にて
介護している人が病気の場
合などに、短期間、夜間も
含めて、施設で入浴、排
泄、食事の介護などを行い
ます。（障害者支援施設等
において実施）

月342
人日分

月384
人日分

・利用者数     月63人
・利用事業所数 16か所

◎ ―
月366

人日分

16
自立生活
援助

障害者支援施設やグループ
ホーム等から一人暮らしへ
の移行を希望する人に対し
て、一定の期間にわたり、
定期的な巡回訪問や随時の
対応により、その人の理解
力、生活力等を補う観点か
ら、適時に適切な支援を行
います。

月1
人分

月0
人分

・利用者数　　　月0人
・利用事業所数　0か所

■

市内及び圏域に事業
所がなく、利用者が
いないため。

→ニーズを把握した
うえで、相談支援事
業所等に新規事業参
入を働きかけてい
く。

月2
人分

17

共同生活
援助
（グルー
プホー
ム）

日中、就労又は就労継続支
援等のサービスを利用して
いる障がいのある人に対
し、夜間や休日に共同生活
を営む住居において、相
談、入浴、排泄又は食事の
介護その他の日常生活上の
支援を行います。

月82
人分

（体験
利用者
除く）

月77
人分

（体験
利用者
除く）

・利用者数 月77人
　（体験利用者除く）
・利用事業所数 29か所

◎ ―

月90
人分

（体験
利用者
除く）

18
施設入所
支援

障害者支援施設に入所する
障がいのある人に対し、夜
間や休日に入浴、排泄、食
事の介護等を行います。

月124
人分

月129
人分

・利用者数     月129人
・利用事業所数 28か所

◎ ―
月124
人分

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

居
住
系
サ
ー

ビ
ス
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大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
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2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

19
計画相談
支援

障害福祉サービス又は地域
相談支援を利用するすべて
の障がいのある人に対し、
相談支援専門員がサービス
の利用のための支援や調整
を行い、サービス等利用計
画を作成するとともに、
サービス等の利用状況の検
証を行い計画の見直しを行
います。

月230
人分

月210
人分

・利用者数     月210人
・利用事業所数 58か所

◎ ―
月240
人分

20
地域移行
支援

障害者支援施設に入所して
いる障がいのある人や精神
科病院に入院している精神
障がいのある人等に対し
て、地域生活移行へのため
の支援に関する相談を行い
ます。

月1
人分

月0
人分

・利用者数 　   月0人
・利用事業所数　1か所

■
月2

人分

21
地域定着
支援

障害者支援施設等を退所し
た人や長期入院していた病
院を退院した障がいのある
人が、地域で生活してゆく
中で、不安やトラブルが生
じたときのために、常時の
連絡体制を確保し緊急対応
を行います。

月1
人分

月0
人分

・利用者数 　    月0人
・利用事業所数 　0か所

■
月2

人分

22
理解促進
研修・啓
発事業

障がいのある人が日常生活
や社会生活を営む上で支障
となる「社会的障壁」を除
去するため、障がいに対す
る理解を促進する研修や啓
発事業を実施します。

実施 実施

障がい者への理解を深め
るため、広報紙に特集を
掲載したり、街頭啓発や
講演会の開催、出前講座
による啓発に努めた。

◎ ― 実施

23
自発的活
動支援事
業

障がいのある人が自立した
日常生活及び社会生活を営
むことができるよう、地域
における自発的な取り組み
を支援するなど、共生社会
の実現を図ります。

実施 実施

障がいの特性と必要な配
慮を知る研修会を開催
し、日常生活において障
がい者を手助けする市民
を障がい者サポーターと
して登録する制度を継続
して実施した。

◎ ― 実施

24
基本相談
支援事業

障害福祉サービス又は地域
相談支援を利用するすべて
の障がい者に対し、相談支
援専門員がサービスの利用
のための支援や調整を行
い、サービス等利用計画を
作成するとともに、サービ
ス等の利用状況の検証を行
い計画の見直しを行いま
す。

5か所 5か所

・5か所
（障害者生活支援セン
ター、柿の木荘、あゆみ
の家、せせらぎ、グリー
ンヒル）

◎ ― 5か所

25
基幹相談
支援セン
ター

地域における相談支援の中
核的な役割を担う基幹相談
支援センターを設置し、相
談支援体制の整備を図りま
す。

設置 設置
・平成25年度より大垣市
福祉事務所内に基幹相談
支援センターを設置

◎ ― 設置

相
談
支
援

相
談
支
援
事
業

当事者本人の意思や
地域の理解、支援体
制等が必要であり、
事業の推進が難しい
ため。

→地域生活への移行
がしやすいよう、緊
急時の対応や、相談
支援について、関係
機関が役割を分担し
て支援する体制づく
り（地域生活支援拠
点等の整備）を進め
ていく。

理
解
促
進
研
修
・
啓
発
事
業

及
び
自
発
的
活
動
支
援
事
業
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大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※人日分　→ 「月間の利用人数」×「1人1月あたりの平均利用日数」

2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

26

基幹相談
支援セン
ター等機
能強化事
業

市における相談支援事業が
適正かつ円滑に実施される
よう、一般的な相談支援事
業に加え、特に必要と認め
られる能力を有する専門的
職員を市に配置することに
より、相談支援機能の強化
を図ります。

実施 実施
・専門的職員を障がい福
祉課に配置し、相談支援
機能の強化を図った。

◎ ― 実施

27
住宅入居
等支援事
業

賃貸契約による一般住宅へ
の入居を希望しているが保
証人がいない等の理由によ
り入居が困難な知的障がい
のある人又は精神障がいの
ある人（共同生活援助又は
共同生活介護を利用する者
を除く。）に対し、入居に
必要な調整や支援等を行い
ます。

実施 実施

相談支援事業所と連携
し、一般住宅での生活を
希望する障がい者の相談
に応じ、地域社会での生
活への復帰を支援した。

◎ ― 実施

28
成年後見
制度利用
支援事業

判断能力が不十分な障がい
のある人が、障害福祉サー
ビスの利用契約の締結等が
適切に行われるようにする
ため、成年後見制度の利用
を支援する事業に対しての
補助を行います。

年6件 年6件
・申立て支援   1件
・報酬支援　   5件

◎ ― 年7件

29

成年後見
制度法人
後見支援
事業

成年後見制度における法人
後見活動を支援するため
に、実施団体に対する研
修、安定的な実施のための
組織体制の構築、専門職に
よる支援体制の構築などを
行います。

実施 実施

・障がい者の暮らしを支
える協議会「権利擁護部
会」で同制度の説明や専
門職による講義を行い、
制度の周知と利用の促進
を図った。

◎ ― 実施

30
障がい者
虐待防止
センター

障害者虐待防止法に基づ
き、障がい者への虐待を防
止するため、市障がい福祉
課内に「大垣市障がい者虐
待防止センター」を設置し
ます。

設置 設置
・虐待の報告件数　4件
（うち虐待と認められた
ものは0件）

◎ ― 設置

意
思
疎
通
支
援
事
業

31

手話通訳
者・要約
筆記者派
遣事業

聴覚、言語機能、音声機能
などの障がいにより、意思
疎通を図ることに困難があ
る障がいのある人に対し、
手話通訳などの派遣等を行
い、社会参加を支援しま
す。（手話通訳者要約筆記
者派遣事業）

年300
件

年280
件

・手話通訳者及び奉仕員
  要約筆記者及び奉仕員
　　延回数  280回

◎ ―
年312

件

相
談
支
援
事
業
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大垣市第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画　令和元年度事業実績・令和2年度事業計画一覧表
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2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

意
思
疎
通
支
援
事
業

31
手話通訳
者設置事
業

聴覚、言語機能、音声機能
などの障がいにより、意思
疎通を図ることに困難があ
る障がいのある人に対し、
手話通訳などの派遣等を行
い、社会参加を支援しま
す。（手話通訳者設置事
業）

1人
設置

1人
設置

・障がい福祉課内に臨時
職員1人（時間内常設）

◎ ―
1人

設置

障がい者（児）の日常生活
上の便宜を図るため、介
護・訓練支援具等の日常生
活用具を給付します。
（介護・訓練支援用具）
特殊寝台、特殊マット、特
殊尿器、入浴担架、体位変
換器、移動用リフト、訓練
いす、訓練用ベッド、エア
パッド

年8件 年4件 ・実績額　600,600円 □ 年9件

（自立生活支援用具）
入浴補助用具、便器、頭部
保護帽、歩行補助つえ、歩
行支援用具、特殊便器、火
災警報器、自動消火器、電
磁調理器、歩行時間延長信
号機用小型送信機、聴覚障
害者用屋内信号装置、電子
白杖、外出補助用具、障害
児位置確認機器

年19件 年15件 ・実績額　 528,561円 □ 年20件

（在宅療養等支援用具）
透析液加温器、ネブライ
ザー（吸引器）、電気式た
ん吸引器、酸素ボンベ運搬
車、盲人用体温計（音声
式）、盲人用体重計、パル
スオキシメーター

年51件 年38件 ・実績額　1,439,090円 □ 年52件

（情報・意思疎通支援用
具）
携帯用会話補助装置、点字
ディスプレイ、点字器、点
字タイプライター、視覚障
害者用ポータブルレコー
ダー、視覚障害者用活字文
書読上げ装置、視覚障害者
用拡大読書器、盲人用時
計、聴覚障害者用通信装
置、聴覚障害者用情報受信
装置、人工喉頭、点字図
書、視覚障害者用ワープロ
ソフト、視覚障害者用音声
化ソフト、人工内耳用体外
部装置

年20件 年18件 ・実績額  1,304,081円 ◎ ― 年21件

日常生活
用具給付
等事業

　
日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業

32

年度により、申請件
数の変動が大きく、
計画策定時の見込み
ほど利用者数が増加
しなかったため。

→手帳交付時の案内
や広報媒体を利用し
た周知に努め、ニー
ズを踏まえて対象品
目の見直しを検討す
る。
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2年度

サービス内容
計画
数値

実績
数値

サービス実績内訳
達成
状況

計画数値未満の理由と
計画数値確保の方策

計画
数値

令和元年度　　　　　　　※進捗状況　→　◎：計画数値確保（90％以上）
□：計画数値未満（50～90％未満）　　■：計画数値未満（0～50％未満）

サービス

（排泄管理支援用具）
ストマ用装具、紙おむつ、
収尿器

年
4,503

件

年
4,209

件
・実績額  38,008,783円 ◎ ―

年
4,568

件

（居宅生活動作補助用具
（住宅改修費））
障害者（児）の移動等を円
滑にする用具で設置に小規
模な住宅改修を伴うもの

年3件 年2件 ・実績額　410,682円 □

計画策定時の見込み
ほど利用者数が増加
しなかったため。

→手帳交付時の案内
や広報媒体を利用し
た周知に努め、ニー
ズを踏まえて対象品
目の見直しを検討す
る。

年4件

手
話
奉
仕
員
養
成
研
修
事
業

33
手話奉仕
員養成研
修事業

手話で日常会話ができる知
識や表現技術を習得するた
めの研修を実施し、手話奉
仕員の養成を図ります。

年17人 年10人
・受講者数　　17人
・修了者数　　10人
・手話講習会　43回実施

□

講習を修了する受講
者が少なかったた
め。

→養成研修や手話ボ
ランティア団体活動
等の周知を行い、受
講意欲を高め、受講
者や修了者の増加を
図る。

年18人

移
動
支
援
事
業

34
移動支援
事業

障がいのある人の地域での
自立生活及び社会参加を促
進するため、屋外において
移動が困難な障がいのある
人に対し、外出するための
支援を行います。

年
11,988
時間

年
9,306
時間

・利用者数　　　月86人
・利用事業所数　16か所

□

利用者数が減少した
たため。

→相談支援の中で事
業の周知を図り、利
用につなげる。ま
た、新規参入可能な
事業所に呼びかけ、
利用しやすい環境を
整える。

年
12,204

時間

訪
問
入
浴
サ
ー

ビ
ス
事
業

36
訪問入浴
サービス
事業

自宅の浴室での入浴が困難
またはデイサービスを利用
することができない身体障
がいのある人に対し、移動
入浴車での入浴サービスを
行います。

年672
回

年978
回

・利用者数　　　11人
・年延利用日数　978日
・利用事業所数  2か所

◎ ―
年756

回

日
中
一
時
支
援
事
業

37
日中一時
支援事業

障がいのある人の日中にお
ける活動の場を提供するこ
とにより、日常的に介護し
ている家族の休息の機会を
確保し、介護者の負担軽減
を図ります。

年
5,040

回

年
5,560

回

・利用者数      月62人
・年延利用日数　5,560日
・利用事業所数　13か所

◎ ―
年

5,208
回

日常生活
用具給付
等事業

32

年
14,300

日

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

年
13,800

日
―◎

・利用者数       月44人
・年延利用日数 13,473日
・利用事業所数    3か所

年
13,473

日
35

地域活動
支援セン
ター

精神障がいのある人等の通
所による、創作的活動や生
産活動、社会との交流の場
の提供等、障がいのある人
の地域生活の支援を行いま
す。

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業
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サービス

38
児童発達
支援

日常生活における基本的な
動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練
などの支援を行います。

月
1,420
人日分

月
1,357
人日分

・利用者数 　　302人
・利用事業所数 23か所

◎ ―
月

1,484
人日分

39
医療型児
童発達支
援

日常生活における基本的な
動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練
などの支援と治療を行いま
す。

月25
人日分

月7
人日分

・利用者数  　　1人
・利用事業所数　1か所

■

計画策定時の見込み
ほど利用者数が増加
しなかったため。

→相談支援を通じ、
支援が必要な児童の
利用につなぐ。

月25
人日分

40
放課後等
デイサー
ビス

学校の授業終了後や学校の
休校日に、児童発達支援セ
ンター等の施設に通い、生
活能力向上のために必要な
訓練や、社会との交流の促
進などの支援を行います。

月
2,940
人日分

月
2,731
人日分

・利用者数　　 222人
・利用事業所数 35か所

◎ ―
月

3,012
人日分

41
保育所等
訪問支援

保育所等を訪問し、障がい
児に対して、障がい以外の
児童との集団生活への適応
のための専門的な支援など
を行います。

月10
人日分

月1
人日分

・利用者数 　　 1人
・利用事業所数　2か所

■

計画策定時の見込み
ほど利用者数が増加
しなかったため。

→相談支援を通じ、
支援が必要な児童の
利用につなぐ。

月12
人日分

42
居宅訪問
型児童発
達支援

重度の障がいの状態にあり
外出が困難な障がい児に対
して、居宅を訪問して、日
常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の付
与、生活能力の向上のため
に必要な訓練などの支援を
行います。

月20
人日分

月0
人日分

・利用者数 　　 0人
・利用事業所数　0か所

■

市内及び圏域に事業
所がなく、利用者が
いないため。

→ニーズを把握した
うえで、障害児通所
支援事業所に新規事
業参入を働きかけて
いく。

月25
人日分

43
障害児相
談支援

障害児通所支援を適切に利
用するため、障害児支援利
用計画の作成や見直しを行
うとともに、サービス事業
所との連絡調整等を行いま
す。

月130
人分

月143
人分

・利用者数　　 月143人
・利用事業所数 15か所

◎ ―
月135
人分

44

医療的ケ
ア児支援
調整コー
ディネー
ターの配
置

医療的ケアが必要な障がい
児支援のため、保健、医
療、障がい福祉、保育、教
育等の関連分野の支援を調
整するコーディネーターを
配置します。

―
0人
配置

・未配置 ― ―
1人

配置

障
害
児
相
談
支
援

障
害
児
通
所
支
援
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